
　　本格的な少子高齢化社会の到来の前に、積極的な子育て支援策を展開する。

　１　福祉部門　　　予算額　　　４，８０１，６５５千円

　　①<新規>子育てガイドブックの作成 　　２，０００千円

　　　　・　子育て支援情報をまとめたガイドブックを作成する。

　　②<新規>子育てネットワークの構築 　　　　３６１千円

　　　　・　市民と協働したネットワークを構築する。

　　③<新規>ブックスタートの実施 　　７，１７０千円

　　　　・　０歳児のブックスタートを支援するため、絵本の配布と図書館司書の読み聞かせ実演を行う。

　　④<新規>子育て支援センターの開設 　３８，５６０千円

　　　　・　駅前地区に子育て支援センターを開設する。

　　⑤<新規>放課後児童クラブの午前中開放 　１１，３４２千円

　　　　・　子育て相談を行うため午前中開放する。（各区１か所）

　　⑥<新規>病児保育の実施 　１９，５４３千円

　　　　・　病気中及び病気回復期の児童の一時保育を行う。（３か所予定）

　　⑦<新規>認可外保育施設(ナーサリールーム)に対する助成 　４８，８８８千円

　　　　・　待機児童の解消と保育の充実を図るため、市認定保育施設制度を導入する。

　　⑧<新規>乳幼児医療費の現物給付の導入及び自己負担の廃止　

　　　　・　新たに医療費の現物給付を実施するとともに自己負担を廃止する。　　 　１，７４６，４５６千円

　　⑨<新規>ひとり親家庭等医療費の現物給付の導入及び自己負担の廃止　

　　　　・　新たに医療費の現物給付を実施するとともに自己負担を廃止する。 １５１，５３７千円

　　⑩<新規>心身障害者医療費の現物給付の導入 　　　 １，９０８，７３６千円

　　　　・　新たに医療費の現物給付を実施する。

　　⑪<新規>児童養護施設の整備 ２２８，２７７千円

子 育 て 支 援 策

平成１５年度予算額　　　１５，３１４，７４７千円 　　

「 子 育 て す る な ら さ い た ま 市 」
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　　　　・　児童を保護・養育する児童養護施設を整備する。

　　⑫<拡大>民間学童保育所に対する助成の増額 　　６，９９６千円
　　　　・　民間学童保育所の家賃補助を増額する。

　　⑬<拡大>放課後児童クラブの新規開設 １０５，０７６千円
　　　　・　新たに放課後児童クラブ３か所を整備する。

　　⑭<継続>待機児童の解消に向けた取り組み ５１０，３９３千円

　　　　（民間保育所建設費の助成）
　　　　・　待機児童の解消を図るため、民間保育所の建設費を補助する。（４か所予定）

　　⑮<継続>ファミリーサポートの実施 　１６，３２０千円
　　　　・　仕事と育児の両立を支援するため会員相互による育児援助活動を実施する。

　２　保健衛生部門　　　予算額　　　１，６９２，８１５千円

　　①<新規>小児慢性特定疾患の治療支援 １８２，８４７千円
　　　　・　小児慢性特定疾患患者の治療を支援する。

　　②<新規>乳児マス・スクリーニング検査の実施 　２７，８７０千円
　　　　・　新生児の先天性代謝異常などによる異常を早期に発見し、知的障害等の発生を防止するため血

　　　　　液検査等を実施する。

　　③<継続>乳幼児健診の実施 ３５５，９８６千円
　　　　・　乳幼児の健全育成のため、４か月・１０か月・１歳６か月・３歳健診を実施する。

　　④<継続>妊婦健診の実施 １９０，３１４千円
　　　　・　胎児の健やかな発育のため妊婦健診を実施する。

　　⑤<継続>第２次小児救急医療の実施 ２６８，９６１千円
　　　　・　大宮広域救急医療センターにおいて、２４時間体制で小児救急医療を実施する。

　　⑥<継続>周産期医療施設の経営 ６６６，８３７千円
　　　　・　母子保健医療の充実のため、さいたま市立病院において周産期医療を実施する。

　３　教育部門　　　予算額　　　８，８２０，２７７千円

　　①<新規>特色ある学校づくりの実施 　１０，０００千円
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　　　　・　創意工夫を生かした教育活動を通し、学校に誇りや愛着を持てるような学校づくりを推進する。

　　②<新規>中高一貫教育校の整備 　　５，５００千円

　　　　・　併設型の中高一貫教育校の開校を目指し、施設の基本構想・基本計画を策定する。

　　③<拡大>学校給食栄養士の配置 　　９，８９７千円

　　　　・　小学校全校に栄養士を計画的に配置する。

　　④<拡大>学校図書館司書の配置及びコンピュータの整備 １４４，５１０千円

　　　　・　小・中学校全校に計画的に専任司書を配置するとともにコンピュータの整備を行う。

　　⑤<拡大>教育相談の充実 ２６０，３９２千円

　　　　・　中学校全校にさわやか相談員・スクールカウンセラーを配置する。　

　　⑥<拡大>情報教育の充実（小中学校の教育コンピュータの整備）３７５，６５８千円

　　　　・　国の教育用コンピュータの整備方針に基づき、教育用コンピュータを計画的に整備する。

　　⑦<拡大>小中学校校舎の増築 　　　 １，１３２，８４３千円

　　　　・　西浦和小重層体育館建設、桜木中校舎増改築及び浦和別所小校舎の耐力度調査を実施する。

　　⑧<拡大>中学校給食施設の整備 　　　 ５，７３０，３０９千円

　　　　・　中学校全校の給食施設を計画的に単独校調理場方式に整備する。

　　⑨<継続>幼稚園就園奨励助成 ８８４，８００千円

　　　　・　教育費の軽減を目的として、保護者に対し助成を行う。

　　⑩<継続>少人数サポートの実施 　２８，７９８千円

　　　　・　少人数指導を実施するため非常勤講師を配置する。

　　⑪<継続>英会話学習の実施 　　１，２９０千円

　　　　・　外国人ボランティアを活用し、小学校の「総合的な学習の時間」で英会話の指導を行う。

　　⑫<継続>校舎の耐震診断・耐震補強工事 ２３３，６００千円

　　　　・　新耐震設計法前の基準により建設された校舎の耐震診断及び耐震補強工事を行う。

　　⑬<継続>子育て学習の全国展開事業の実施 　　２，６８０千円

　　　　・　小学校就学時健診や中学校説明会の機会を利用し、厚生労働省等と連携して子育て講座を開催

　　　　　する。
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　　ベンチャービジネスの育成、起業家の支援など地域経済活性化の施策を展開し、

　不況克服に向けた支援を行うとともに将来の税収確保を図る。

　　①<新規>産業振興ビジョンの策定 　　７，５００千円

　　　　・　産業振興のためのマスタープランを策定する。

　　②<新規>（仮称）さいたま市産業創造財団の設立 ２０５，０００千円

　　　　・　中小企業及び起業家支援事業を実施するため財団法人を設立する。

　　③<新規>商工見本市の開催 　２３，０００千円

　　　　・　市内外の商工業者による自社製品の販売、企業ＰＲのための見本市を開催する。

　　④<拡大>中小企業資金融資 　　　 ４，９４６，０１７千円

　　　　・　中小企業者の経営の安定を図るため低利の事業資金の融資あっせん等を行う。

　　　　・　緊急特別資金融資額を８億円増額する。（１０億→１８億）

　　⑤<継続>緊急雇用対策の実施 １１５，６４４千円

　　　　・　厳しい雇用情況を踏まえ、地域における新たな雇用の創出を図る。

　　⑥<継続>起業家支援事業 　　７，１５０千円

　　　　・　ＩＴ関連など起業家の事業立ち上げ促進のため入居賃料の助成を行う。

　　⑦<継続>産学官連携事業 　　３，５４８千円

　　　　・　産学官連携セミナー、ビジネス交流会の開催など産学官の連携を推進する。

　　⑧<継続>国際標準規格（ＩＳＯ）資格取得の推進 　　１，２７８千円

　　　　・　市内企業のＩＳＯ資格取得を支援する。

地 域 経 済 の 活 性 化

平成１５年度予算額　　　　　５，３０９，１３７千円
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　　３市合併という本市の歴史的経緯を踏まえ、市民の更なる融合に向けた積極的な

　施策を展開する。

　１　企画部門　　　予算額　　　７６，２４７千円

　　①<新規>市のイメージアップ戦略の策定 　１０，７００千円

　　　　・　市のイメージアップを図り、市民と一体感のあるまちづくりを進める。

　　②<新規>（仮称）さいたまシティカップの実施 　６０，０００千円

　　　　・　世界の強豪クラブチームを招き、本市をホームタウンとするＪリーグチームとの親善試合を行う。

　　③<新規>宝くじサウンドスペシャルの実施 　　５，５４７千円

　　　　・　政令指定都市移行を記念して、東京ポップスオーケストラによる演奏会、音楽指導を行う。

　２　総務部門　　　予算額　　　３０，８１４千円

　　①<新規>政令指定都市移行記念式典の実施 　３０，８１４千円

　　　　・　政令指定都市移行を記念し、記念式典及び懇親会を開催する。

　３　経済部門　　　予算額　　　１６５，０００千円

　　①<新規>新市市民まつりの実施 １２０，０００千円

　　　　・　市民相互の交流と融和を図るため、新市市民まつりを実施する。

　　②<新規>政令指定都市移行記念花火大会の実施 　４５，０００千円

　　　　・　政令指定都市移行を記念し、花火大会を開催する。

　４　都市計画部門　　　予算額　　　２２，０００千円

　　①<新規>セントラルパーク基本構想の策定 　２２，０００千円

　　　　・　合併記念事業として（仮称）セントラルパークを整備するための基本計画を策定する。

平成１５年度予算額　　　２９４，０６１千円

更 な る 市 民 の 融 合
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　　区民との協働によるきめ細やかな施策を積極的に展開する。

　１　企画部門　　　予算額　　　９００，０００千円

　　<新規>区役所独自予算の創設 ９００，０００千円

　　　　・　区民と協働して特色あるまちづくりを推進する。

　　　〔１区１億円程度〕

　　　＜事業内容＞

　　　①区民満足度ＵＰ事業       区民の要望に即時対応する経費

　　　②まちづくり基本経費         区民会議、コミュニティ会議など住民参加のまちづ

　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 くりを推進するための経費

　　　③まちづくり事業経費　　　　 区民要望に基づき行う事業経費

　２　総務部門　　　予算額　　　５８，３１０千円

　　①<新規>フロアーアドバイザーの配置 　５８，３１０千円

　　　　・　市民サービスの向上のため、各区役所にフロアーアドバイザーを配置する。

区 役 所 制 度 の 円 滑 な ス タ ー ト

平成１５年度予算額　　　　９５８，３１０千円 　　　　
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　　市民サービスの向上に向けた積極的な施策を展開する。

　

　１　企画部門　　　予算額　　　８５８，９６２千円

　　①<新規>電子市役所の構築 ７３５，３５７千円

　　　　・　ＩＴの活用により、地域情報化ネットワークを構築する。（公共施設市民用インターネット端末の設置、

　　　　　公共施設利用予約システムの充実、区役所ホームページの開設など。）

　　②<新規>コミュニティバスの運行 １２３，６０５千円

　　　　・　市民の公共、医療、商業施設への移動の利便性向上を図るためコミュニティバスの運行を行う。

　２　市民文化部門　　　予算額　　　９４，４４９千円

　　①<新規>郵便局における住民票等の取り次ぎ 　９４，４４９千円

　　　　・　平成１５年４月から市内６２郵便局において、戸籍謄抄本、住民票等の証明書取次ぎを行う。

　３　福祉部門　　　予算額　　　３０，４８４千円

　　①<新規>田島２丁目障害者施設基本計画の策定 　　４，０００千円

　　　　・　知的障害児通園施設等の基本計画を策定する。　

　　②<新規>自動車燃料費の助成 　２６，４８４千円

　　　　・　障害者の社会参加促進のため、福祉タクシー利用と自動車燃料費助成との選択制度を新たに実

　　　　　施する。

平成１５年度予算額　　　７，９８２，０７１千円

そ の 他 市 民 サ ー ビ ス の 向 上
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　４　環境部門　　　予算額　　　１，７９５，９５０千円

　　①<新規>自動車排ガス対策の実施 ２２３，４６０千円

　　　　・　国及び七都県市と協調し自動車排ガス対策を実施する。

　　②<新規>資源物定曜収集の実施 　　　 １，５７２，４９０千円

　　　　・　資源物の分別方法を統一し、週１回収集を行う。

　５　都市計画部門　　　予算額　　　１２，５００千円

　　①<拡大>ＪＲ駅施設のバリアフリー化の推進 　１２，５００千円

　　　　・　障害者、高齢者等の交通弱者の安全確保等のため、大宮駅西口及び与野駅東口へのエレベー

　　　　　タ設置に向け設計を行う。

　６　都市開発部門　　　予算額　　　３，８１３，６４９千円

　　①<継続>川越線日進指扇駅間新駅設置 １０５，０００千円

　　　　・　新駅の早期開設を目指し詳細設計を行う。

　　②<継続>鉄道高架化の推進 　　　 ３，７０８，６４９千円

　　　　・　平成２０年度の事業竣工を目指し、浦和駅周辺の鉄道高架化を推進する。

　７　建設部門　　　予算額　　　１，３７６，０７７千円

　　①<新規>新浦和橋の無料化 ８６２，５００千円

　　　　・　周辺道路の渋滞緩和及び市民の利便を図るため、新浦和橋の無料化を行う。

　　②<新規>上・下水道料金の一括納付 ５１３，５７７千円

　　　　・　市民サービスの向上と徴収経費削減のため、上・下水道料金の一括徴収を行う。
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　　①民生行政に関する事務 　　　　８，９８０，２９９千円

　　　　・　児童相談所の設置、児童相談業務を実施する。 　　　　　

　　　　・　ひとり親家庭介護人派遣事務を行う。　等

　　②保健衛生行政に関する事務 　　　　１，３８６，２８１千円

　　　　・　精神障害者通院医療費公費負担申請に係る決定を行う。

　　　　・　犬猫の引取りに関する事務を行う。　等

　　③環境行政に関する事務 　　　　　　　　２，７１４千円

　　　　・　第２種フロン類回収業者への指導を行う。　

　　④都市計画・建築行政に関する事務 　　　１１，３５１，９２８千円

　　　　・　街路整備を行う。

　　　　・　屋外広告物条例を制定し、条例に基づき屋外広告物の規制を行う。

　　　　・　開発審査会の立ち上げ、許可案件の審議及び不服申立ての裁決を行う。　等

　　⑤土木行政に関する事務 　　　　５，０９５，７７９千円

　　　　・　直轄国道以外の国県道の応急修繕、側溝清掃、街路樹管理を行う。

　　　　・　直轄国道以外の国県道の歩道整備、交差点改良事業を行う。　等

　　⑥産業・経済行政に関する事務 　　　　　　　１１，５２２千円

　　　　・　計量法の事務、計量器及び特定計量器の検査、製造事業者に対する立入り検査等を実施する。

　　　　・　大規模小売店法の事務、大規模小売店舗の新設や変更の届出受理を行う。　等

移 譲 事 務 の 適 切 な 対 応

平成１５年度予算額　　　　　　３９，８５３，１８０千円

　１　法令等移譲事務　　　　　　　　　２８，３１２，９３２千円
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　　⑦文教行政に関する事務 　　　　　　２３４，４４７千円

　　　　・　土木工事等に先立ち、埋蔵文化財包蔵地の試掘調査を行う。

　　　　・　スクールカウンセラーを中学校に配置し、教職員・保護者への指導助言を行う。　等

　　⑧その他の事務 　　　　１，１３８，９８１千円

　　　　・　エイズ感染予防の普及啓発を行う。

　　　　・　自動車運送業者のディーゼルトラック・バスへのディーゼル微粒子除去装置の装着に

　　　　　　対する補助を行う。　等

　

　　⑨埼玉県に委託する事務 　　　　　　１１０，９８１千円

　　　　・　児童自立支援施設に関する事務を行う。

　　　　・　療育手帳交付に係る判定事務を行う。

　

　　　　・　更生相談所を整備する。

　　　　・　中小企業を支援するため財団法人を設立する。

　　　　・　商店街の活力再生を目的とした計画策定及び計画に基づくソフト事業に補助を行う。

　　　　・　児童生徒の心の悩みに対し、各中学校にさわやか相談員を配置し相談体制の充実に努める。　等

　２　県単事務　　　　　　　　１１，５４０，２４８千円
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１　大都市制度における財政特例の活用

　①　地方譲与税 　３，１８２百万円（影響額８４８百万円）

　②　自動車取得税交付金 　２，５８０百万円（影響額８７５百万円）

　③　軽油引取税交付金 　７，５２２百万円（皆増）

　④　普通交付税等 ２５，４２１百万円（影響額１０，５００百万円）

　⑤　宝くじ収益金 　３，０８０百万円（皆増）

　⑥　合併推進債 　３，４３２百万円（皆増）

２　合併支援措置の活用

　①　合併特例債 １１，５１３百万円（前年度比３，７５６百万円増）

　②　合併推進債（再掲） 　３，４３２百万円（皆増）

大都市制度における財政特例及び合併支援措置の活用
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　　周辺道路の渋滞緩和及び市民の利便を図るため、新浦和橋の無料化を行う。

　　<新規>新浦和橋の無料化

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　３，３６２，５００千円

道路公社への支払額 　　　　　　　３，２８２，０００千円

（平成１４年度補正　　２，５００，０００千円、平成１５年度当初　　７８２，０００千円）

新 浦 和 橋 の 無 料 化 （ 再 掲 ）

平成１５年度予算額　　　　　８６２，５００千円
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